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持分法適用関連会社の異動（持分譲渡） 

及び 

GNI-EPS (HONG KONG) HOLDINGS LIMITED の株式の取得に関するお知らせ 

 

当社は、平成29年６月30日開催の経営会議において、GNI-EPS (HONG KONG) HOLDINGS 

LIMITED（以下「GEP HK」）が保有するF351やアムノレイク®錠２㎎等の知的財産に係る重要

なパイプラインについて、当社グループの経営資源をより効率的に活用することにより、

今後の臨床開発を加速させ、将来の収益獲得に一層寄与することを目的として、２つの取

引を規定する基本契約を承認いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

持分譲渡取引： 当社の100％子会社であるGNI USA, Inc.（所在地：米国デラウ

ェア州、CEO：Ying Luo）が持分法適用関連会社であるIriSys, LLC

（以下「IriSys」）の一部持分をEPS Americas, Corp.に譲渡す

る取引 

株式取得取引： 当社がGEP HKの発行済株式の10.50%をEPS益新株式会社（以下

「EPS益新」）から取得する取引 

 

当社グループとEPSグループは、平成23年にGEP HKの前身となるGNI-EPS Pharmaceuticals, 

Inc.へ共同出資を行って以来５年に渡り創薬活動を協調的に行ってまいりました。この度、

当社グループとEPSグループは、既存の当社グループによるIriSysへの出資及び上述の両グ

ループによる共同出資に鑑み、今後展開する事業戦略を効率的に遂行することを目的とし

て、両グループによる出資を再編する基本契約を締結するに至りました。この出資の再編

により、当社グループは重要なパイプラインが高相に進んでいる臨床試験への関与を一層

深めることができ、EPSグループは今回の持分取得を通じたIriSysとの提携により医薬品の

製剤関連受託事業を日本国内及びアジアパシフィックで展開することができます。 

なお、持分譲渡取引及び株式取得取引は、一方の取引の成立を条件として他方の取引が

成立する条件付き取引です。また、本件持分譲渡取引により、IriSysは当社の持分法適用

関連会社から除外されることとなります。 

 

記 

 

１．持分譲渡取引： 

(１) 異動する持分法適用会社の概要 

① 名称 IriSys, LLC 

② 所在地 米国カリフォルニア州サンディエゴ市 

③ 代表者の役職・氏名 Chairman and CEO Gerald J. Yakatan 



  

④ 事業内容 

医薬品の受託研究事業、GMPに準拠した臨床試験薬及び商

業用の医薬品の受託製造事業、創薬関連のコンサルティン

グ事業 

⑤ 資本金 5,073千米ドル 

⑥ 設立年月 平成27年１月７日 

⑦ 大株主及び持株比率 IriSys, Inc.：65％、当社：35％ 

⑧ 
当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 （単位：千米ドル（１株当たり連結純資産、１株当たり当期純利益及び１株当たり配当金を除く。）） 

決算期 平成26年12月期 平成27年12月期 平成28年12月期 

純資産 317 3,429 2,961 

総資産 3,109 4,831 6,560 

売上高 5,683 6,862 7,707 

営業利益 1,354 △234 312 

税引き前利益 1,354 △234 289 

当期純利益 1,354 △234 289 

※上記平成26年12月期及び平成27年12月期の経営成績の数値は未監査となっております。 

 

(２) 持分譲渡の相手先の概要 

① 名称 EPS Americas, Corp.  

② 所在地 米国ニュージャージー州 

③ 代表者の役職・氏名 President and CEO Dan Weng 

④ 事業内容 コンサルティング＆トレーディング 

⑤ 資本金 10万米ドル 

⑥ 設立年月日 平成26年12月９日 

⑦ 大株主及び持株比率 EPSホールディングス株式会社：100％ 

⑧ 
上場会社と当該会社の関

係 

資本関係 当該事項はありません。 

人的関係 当該事項はありません。 

取引関係 当該事項はありません。 

関連当事者への該当状況 当該事項はありません。 

 

 

(３) 譲渡持分数、譲渡価額及び譲渡前後の所有持分の状況 

① 異動前の所有持分数 

423,957個 

（議決権の数：423,957個） 

（議決権所有割合：35.00%） 

② 譲渡持分数 
242,029個 

（議決権の数：242,029個） 

③ 譲渡価額 

3,796,200米ドル（425,174,400円）（※） 

換算レートは平成29年６月29日三菱東京UFJ銀行公表

のT.T.M.112.35円の小数点以下を切り捨てた112円を

採用しています 

④ 異動後の所有持分数 
181,928個 

（議決権の数：181,928個） 



  

（議決権所有割合：15.02%） 

  

(４) 日程 

① 経営会議承認日 平成29年６月30日 

② 契約締結日 平成29年６月30日 

③ 持分譲渡実行日 平成29年７月31日（予定） 

 

２．株式取得取引： 

 

(１) GEP HK社の概要 

① 名称 GNI-EPS (HONG KONG) HOLDINGS LIMITED 

② 所在地 中国香港 

③ 代表者の役職・氏名 CEO Ying Luo 

④ 事業内容 知的財産権管理 

⑤ 資本金 32,140千米ドル 

⑥ 設立年月日 2013年７月31日 

⑦ 大株主及び持株比率 
株式会社ジーエヌアイグループ：43.12％ 

上海ジェノミクス有限公司：26.40％ 

⑧ 
上場会社と当該会社

との間の関係 

資本関係 

当社及び上海ジェノミクス有限公司が議決

権の69.52％（うち、当社が43.12％）保有し

ており、当社の子会社です 

人的関係 
当社CEO Ying LuoがGEP HKのCEOを兼任して

います 

取引関係 該当事項はありません 

⑨ 
当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 （単位：千米ドル（１株当たり連結純資産、１株当たり当期純利益及び１株当たり配当金を除く。）） 

決算期 平成26年12月期 平成27年12月期 平成28年12月期 

純資産 12,549 12,489 14,461 

総資産 12,565 12,505 14,466 

売上高 - - - 

営業利益 △34 △59 △38 

経常利益 △32 △60 △38 

当期純利益 △32 △60 △38 

※上記経営成績の数値は監査済となっております。 

 

(２) 株式取得の相手先の概要 

 当社が株式を取得する既存株主の概要は以下のとおりです。 

 

EPS益新社（2016年12月末時点） 

① 名称 EPS益新株式会社 

② 所在地 東京都新宿区津久戸町１番８号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 厳 浩 

④ 事業内容 医療機器事業、医薬品事業、LSG事業 



  

⑤ 資本金 １億円 

⑥ 設立年月日 2013年10月１日 

⑦ 純資産 3,992百万円 

⑧ 総資産 8,190百万円 

⑨ 大株主及び持分比率 
EPSホールディングス株式会社 

株式会社スズケン 

65％ 

35％ 

⑩ 
ジーエヌアイグループと

当該会社の関係 

当該会社との間には、記載すべき資本関係・人的関

係・取引関係はありません 

 

(３) 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

① 異動前の所有株式数 

13,625,350株 

（議決権の数：13,625,350個） 

（議決権所有割合：43.12%） 

② 取得株式数 
3,317,512株（既存株主からの取得株数） 

（議決権の数：3,317,512個） 

③ 取得価額 

4,200千米ドル（470,400,000円）（※） 

換算レートは平成29年６月29日三菱東京UFJ銀行公表

のT.T.M.112.35円の小数点以下を切り捨てた112円を

採用しています。なお、この金額には輸入薬登録申請

中のアムノレイク®錠２㎎（一般名：タミバロテン）

の輸入薬登録が承認された場合の支払金額203,800米

ドル（約22,825千円）を含みます。 

④ 異動後の所有株式数 

16,942,862株 

（議決権の数：16,942,862個） 

（議決権所有割合：53.62%） 

 間接保有分を含めると、異動前の69.52％から80.02％となります。 

 なお、本件株式取得のための資金については、当社が保有する手元資金の充当を予定し

ております。 

 

(４) 日程 

① 経営会議承認日 平成29年６月30日 

② 契約締結日 平成29年６月30日 

③ 株式譲渡実行日 平成29年７月31日（予定） 

 

３．今後の見通し 

本件による2017年12月期連結業績への影響は、現在精査中ですが、過日（2017年４月18

日）開示した内容から変更する必要が生じた場合には、速やかに開示いたします。 


